
令和３年11月

狛江市議会第４回定例会提出議案

東京都狛江市

公表用



提 出 議 案

㌻

１ 議案第43号 令和３年度狛江市一般会計補正予算（第８号） -4-

２ 議案第44号 令和３年度狛江市下水道事業会計補正予算（第１号） -30-

３ 議案第45号 職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 -31-

４ 議案第46号 狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例の一部を改正する条例 -32-

５ 議案第47号 狛江市職員の給料等に関する条例の一部を改正する条例 -34-

６ 議案第48号 狛江市都市計画事業基金条例の一部を改正する条例 -36-

７ 議案第49号 狛江市放課後クラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 -37-

８ 議案第50号 狛江市下水道使用料条例の一部を改正する条例 -39-

９ 議案第51号 東京都市町村公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の増加及び東京都市町村公平委員会

共同設置規約の変更について -40-

10 議案第52号 狛江市土地開発公社定款の変更について -42-
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11 同意第２号 狛江市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて -49-

12 同意第３号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて -50-
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議案第 43 号

令和３年度狛江市一般会計補正予算（第８号）

上記の議案を別紙のとおり提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

提案理由

一般会計予算を補正する必要が生じたため。
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議案第 44 号

令和３年度狛江市下水道事業会計補正予算（第１号）

上記の議案を別紙のとおり提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

提案理由

下水道事業会計予算を補正する必要が生じたため。
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議案第 45 号

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

職員の服務の宣誓に関する条例（昭和26年条例第５号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の服務の宣誓） （職員の服務の宣誓）

第２条 新たに職員となった者は，任命権者の定める宣誓書を任

命権者に提出してからでなければその職務を行ってはならな

い。

第２条 新たに職員となった者は，任命権者又は任命権者の指定

する職員の面前において任命権者の定める宣誓書に署名してか

らでなければその職務を行ってはならない。

２ （略） ２ （略）

付 則

この条例は，公布の日から施行する。

提案理由

職員の服務の宣誓に関する政令の一部を改正する政令（令和３年政令第68号）の施行に伴い，所要の改正を行うため。
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議案第 46 号

狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例の一部を改正する条例

狛江市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例（平成13年条例第４号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別休暇） （特別休暇）

第17条 任命権者は，職員が選挙権の行使，結婚，出産その他の

特別の事由により，勤務しないことが相当である場合における

休暇（以下「特別休暇」という。）として，公民権行使等休

暇，官公署出頭休暇，妊娠出産休暇，妊娠初期休暇，母子保健

健診休暇，妊婦通勤時間，育児時間，出産支援休暇，育児参加

休暇，子の看護休暇，生理休暇，慶弔休暇，永年勤続休暇，事

故休暇，骨髄提供等に係る休暇，夏季休暇，ボランティア休

暇，短期の介護休暇，不妊治療休暇，現住居の滅失等休暇，出

動困難休暇及び退勤途上休暇を承認するものとする。

第17条 任命権者は，職員が選挙権の行使，結婚，出産その他の

特別の事由により，勤務しないことが相当である場合における

休暇（以下「特別休暇」という。）として，公民権行使等休

暇，妊娠出産休暇，妊娠初期休暇，母子保健健診休暇，妊婦通

勤時間，育児時間，出産支援休暇，育児参加休暇，子の看護休

暇，生理休暇，慶弔休暇，永年勤続休暇，事故休暇，骨髄提供

等に係る休暇，夏季休暇，ボランティア休暇，短期の介護休

暇，官公署出頭休暇，現住居の滅失等休暇，出動困難休暇及び

退勤途上休暇を承認するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず，任命権者は，会計年度任用職員に

ついて，特別休暇のうち，永年勤続休暇及びボランティア休暇

以外のものを承認するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず，任命権者は，会計年度任用職員に

ついて，特別休暇のうち，出産支援休暇，永年勤続休暇及びボ

ランティア休暇以外のものを承認するものとする。

３ （略） ３ （略）

-32-



改 正 後 改 正 前

（会計年度任用職員の特例） （会計年度任用職員の特例）

第20条 会計年度任用職員にあっては，第16条から前条までに規

定する休暇（第17条に規定する公民権行使等休暇，官公署出頭

休暇，妊娠出産休暇，出産支援休暇，育児参加休暇，慶弔休

暇，事故休暇，夏季休暇，不妊治療休暇，現住居の滅失等休

暇，出勤困難休暇及び退勤途上休暇を除く。）については，そ

の勤務しない時間につき，狛江市非常勤職員の報酬，費用弁償

及び期末手当に関する条例（令和元年条例第24号）第２条第１

項に規定する報酬の額から規則で定める勤務１時間当たりの報

酬額を乗じた額を減額する。

第20条 会計年度任用職員にあっては，第16条から第19条までに

規定する休暇（第17条に規定する公民権行使等休暇，慶弔休

暇，事故休暇，夏季休暇，官公署出頭休暇，現住居の滅失等休

暇，出勤困難休暇及び退勤途上休暇を除く。）については，そ

の勤務しない時間につき，狛江市非常勤職員の報酬，費用弁償

及び期末手当に関する条例（令和元年条例第24号）第２条第１

項に規定する報酬の額から規則で定める勤務１時間当たりの報

酬額を乗じた額を減額する。

付 則

この条例は，公布の日から施行する。

提案理由

不妊治療のための休暇の新設に伴い，所要の改正を行うため。
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議案第 47 号

狛江市職員の給料等に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市職員の給料等に関する条例の一部を改正する条例

狛江市職員の給料等に関する条例（昭和26年条例第２号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（期末手当）

第18条 （略）

２ 期末手当の額は，それぞれの基準日現在（退職し，若しくは

失職し，又は死亡した職員にあっては，退職し，若しくは失職

し，又は死亡した日現在。この条において同じ。）において職

員が受けるべき給料，扶養手当の月額及びこれらに対する地域

手当の月額の合計額に，別表第２に該当する職員の給料月額及

びこれに対する地域手当の月額の合計額に同表に掲げる区分に

応じた割合を乗じて得た額を加算した額（以下「給与月額」と

いう。）を基礎額として，100分の120.0を乗じた額に基準日以

前６月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて任

命権者が定める割合を乗じた額とする。

３ 前項の規定にかかわらず，別表第１の適用を受ける職員のう

ちその属する職務の級が４級である職員に対する前項の規定の

（期末手当）

第18条 （略）

２ 期末手当の額は，それぞれの基準日現在（退職し，若しくは

失職し，又は死亡した職員にあっては，退職し，若しくは失職

し，又は死亡した日現在。この条において同じ。）において職

員が受けるべき給料，扶養手当の月額及びこれらに対する地域

手当の月額の合計額に，別表第２に該当する職員の給料月額及

びこれに対する地域手当の月額の合計額に同表に掲げる区分に

応じた割合を乗じて得た額を加算した額（以下「給与月額」と

いう。）を基礎額として，100分の125.0を乗じた額に基準日以

前６月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて任

命権者が定める割合を乗じた額とする。

３ 前項の規定にかかわらず，別表第１の適用を受ける職員のう

ちその属する職務の級が４級である職員に対する前項の規定の
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改 正 後 改 正 前

適用については，同項中「100分の120.0」とあるのは「100分

の100.0」とし，同表の適用を受ける職員のうちその属する職

務の級が５級である職員に対する前項の規定の適用について

は，同項中「100分の120.0」とあるのは「100分の90.0」とす

る。

４ 前２項の規定にかかわらず，再任用職員に対する第２項の規

定の適用については，同項中「100分の120.0」とあるのは

「100分の67.5」とする。ただし，別表第１の適用を受ける再

任用職員のうちその属する職務の級が４級以上である職員に対

する第２項の規定の適用については，同項中「100分の120.0」

とあるのは「100分の57.5」として適用し，前項の規定を適用

しない。

適用については，同項中「100分の125.0」とあるのは「100分

の105.0」とし，同表の適用を受ける職員のうちその属する職

務の級が５級である職員に対する前項の規定の適用について

は，同項中「100分の125.0」とあるのは「100分の95.0」とす

る。

４ 前２項の規定にかかわらず，再任用職員に対する第２項の規

定の適用については，同項中「100分の125.0」とあるのは

「100分の70.0」とする。ただし，別表第１の適用を受ける再

任用職員のうちその属する職務の級が４級以上である職員に対

する第２項の規定の適用については，同項中「100分の125.0」

とあるのは「100分の60.0」として適用し，前項の規定を適用

しない。

付 則

（施行期日）

１ この条例は，令和３年12月１日から施行する。

（令和３年12月に支給する期末手当の特例）

２ 令和３年12月に支給する期末手当については，第18条の改正規定にかかわらず，同条第２項中「100分の120.0」とあるのは

「100分の115.0」とし，同条第３項中「100分の100.0」とあるのは「100分の95.0」と，「100分の90.0」とあるのは「100分の

85.0」とし，同条第４項中「100分の67.5」とあるのは「100分の65.0」と，「100分の57.5」とあるのは「100分の55.0」とする。

（狛江市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

３ 狛江市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（令和２年条例第28号）の一部を次のように改正する。

第10条第２項中「100分の125.0」を「100分の120.0」に，「100分の172.5」を「100分の167.5」に改める。

提案理由

東京都人事委員会勧告に基づく期末手当の改定に伴い，所要の改正を行うため。
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議案第 48 号

狛江市都市計画事業基金条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市都市計画事業基金条例の一部を改正する条例

狛江市都市計画事業基金条例（令和２年条例第26号）の一部を次のように改正する。

付 則

この条例は，公布の日から施行する。

提案理由

狛江市土地開発公社への基金の貸付けに伴い，所要の改正を行うため。

改 正 後 改 正 前

（管理） （管理）

第３条 （略） 第３条 （略）

２ 前項の規定にかかわらず，基金に属する現金は，必要に応

じ，最も確実かつ有利な有価証券に換え，又は確実な償還方

法，期間及び利率を定めて狛江市土地開発公社に貸し付けるこ

とができる。

２ 基金に属する現金は，必要に応じ，最も確実かつ有利な有価

証券に換えることができる。
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議案第 49 号

狛江市放課後クラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市放課後クラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

狛江市放課後クラブの設置及び管理に関する条例（平成30年条例第36号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（名称及び位置等） （名称及び位置等）

第２条 放課後クラブの名称，位置及び定員は，別表のとおりと

する。ただし，市長が必要と認めるときは，定員を超えて入会

させることができる。

第２条 放課後クラブの名称，位置及び定員は，次に掲げるとお

りとする。

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (１) 名称 第五小学校放課後クラブ

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (２) 位置 狛江市東野川一丁目36番13号

＿＿ ＿＿＿＿＿ (３) 定員 80人

（入会対象者） （入会対象者）

第４条 放課後クラブの入会対象者は，次に掲げる条件を満たす

児童とする。

第４条 放課後クラブの入会対象者は，次に掲げる条件を満たす

児童とする。

(１) 各放課後クラブを実施する小学校に在籍し，又は学区域

内に住所を有すること。

(１) 狛江市立狛江第五小学校の在籍児童又は学区域内に住所

を有すること。

(２) （略） (２) （略）
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付 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年３月22日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の別表第一小学校放課後クラブの項中「80人」とあるのは，令和３年度に限り「50人」とする。

３ この条例の施行の際，現に狛江市放課後クラブ実施規則（平成25年規則第86号）第７条第１項の規定により第一小学校放課後ク

ラブの入会の決定を受けた者は，狛江市放課後クラブの設置及び管理に関する条例第５条の規定により入会の決定を受けた者とみ

なす。

（準備行為）

４ この条例の施行に際し入会の手続その他必要な準備行為については，この条例の施行の日前においても行うことができる。

提案理由

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第１項の規定により第一小学校放課後クラブを公の施設として規定するため。

改 正 後 改 正 前

２ （略） ２ （略）

別表（第２条関係） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

名称 位置 定員

第一小学校放

課後クラブ

狛江市和泉本町一丁目37番１号 狛

江第一小学校特別教室棟内
80人

第五小学校放

課後クラブ
狛江市東野川一丁目36番13号 80人
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議案第 50 号

狛江市下水道使用料条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市下水道使用料条例の一部を改正する条例

狛江市下水道使用料条例（昭和47年条例第９号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用料の徴収方法） （使用料の徴収方法）

第３条 使用料は，払込み，口座振替又は地方自治法（昭和22年

法律第67号）第231条の２の３第１項の規定による指定納付受

託者による納付の方法により隔月に徴収する。ただし，市長が

特に必要があると認めたときは，この限りでない。

第３条 使用料は，払込み，口座振替又は地方自治法（昭和22年

法律第67号）第231条の２第６項の規定による指定をした者に

よる納付（市長が別に定めるものに限る。）の方法により隔月

に徴収する。ただし，市長が特に必要があると認めたときは，

この限りでない。

付 則

この条例は，令和４年１月４日から施行する。

提案理由

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）の施行に伴い，所要の改正を行うため。
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議案第 51 号

東京都市町村公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の増加及び東京都市町村公平委員会共同設置規約の変更について

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

東京都市町村公平委員会共同設置規約の一部を変更する規約

東京都市町村公平委員会共同設置規約（昭和42年４月１日東京都知事届出）の一部を次のように変更する。

変 更 後 変 更 前

別表 別表

国立市 福生市 狛江市 東大和市 清瀬市 東久留米市 武

蔵村山市 多摩市 稲城市 羽村市 あきる野市 西東京市 瑞

穂町 日の出町 檜原村 奥多摩町 大島町 利島村 新島村

神津島村 三宅村 御蔵島村 八丈町 青ケ島村 小笠原村 東

京都島嶼町村一部事務組合 瑞穂斎場組合 湖南衛生組合 西多

摩衛生組合 多摩川衛生組合 東京都市町村職員退職手当組合

羽村・瑞穂地区学校給食組合 西秋川衛生組合 東京都三市収益

事業組合 多摩ニュータウン環境組合 稲城・府中墓苑組合 柳

泉園組合 多摩六都科学館組合 秋川流域斎場組合

国立市 福生市 狛江市 東大和市 清瀬市 東久留米市 武

蔵村山市 多摩市 稲城市 羽村市 あきる野市 西東京市 瑞

穂町 日の出町 檜原村 奥多摩町 大島町 利島村 新島村

神津島村 三宅村 御蔵島村 八丈町 青ケ島村 小笠原村 東

京都島嶼町村一部事務組合 瑞穂斎場組合 湖南衛生組合 西多

摩衛生組合 多摩川衛生組合 東京都市町村職員退職手当組合

羽村・瑞穂地区学校給食組合 西秋川衛生組合 東京都三市収益

事業組合 多摩ニュータウン環境組合 稲城・府中墓苑組合 柳

泉園組合 多摩六都科学館組合

附 則

この規約は，東京都知事へ届出の日から施行する。
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提案理由

秋川流域斎場組合より，東京都市町村公平委員会の共同設置に加入したい旨の依頼があったことに伴い，東京都市町村公平委員会

を共同設置する地方公共団体の数を増加させ，東京都市町村公平委員会共同設置規約を変更する必要があるため。
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議案第 52 号

狛江市土地開発公社定款の変更について

上記の議案を提出する。

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市土地開発公社定款の変更について

狛江市土地開発公社定款（昭和49年定款第１号）の一部を次のように変更する。

変 更 後 変 更 前

目次 ＿＿

第１章 総則（第１条―第５条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第２章 役員及び職員（第６条―第12条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第３章 理事会（第13条―第17条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第４章 評議員会（第18条―第22条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第５章 業務及びその執行（第23条・第24条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第６章 基本財産の額その他資産及び会計（第25条―第29条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第７章 雑則（第30条・第31条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

付則 ＿＿

（事務所） （事務所）

第２条 公社の事務所は，東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号

狛江市役所内に置く。

第２条 公社の事務所は，東京都狛江市和泉本町一丁目１番５号

狛江市役所内におく。
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変 更 後 変 更 前

（目的） （目的）

第３条 公社は，公共用地，公用地等の取得，管理，処分等を行

うことにより，地域の秩序ある整備と市民福祉の増進に寄与す

ることを目的とする。

第３条 公社は，公共用地または，公用地等の取得，管理および

処分等を行なうことにより，地域の秩序ある整備と市民福祉の

増進に寄与することを目的とする。

第２章 役員及び職員 第２章 役員および職員

（役員の種別） （役員の種別）

第６条 公社に次の役員を置く。 第６条 公社に次の役員を置く。

(１) 理事 ８名以上10名以内（うち理事長１名並びに常務理

事及び出納理事各１名を含む。）

(１) 理事 ８名以上10名以内（うち理事長１名，常務理事出

納理事各１名を含む。）

(２) （略） (２) （略）

（役員の任命） （役員の任命）

第７条 理事及び監事は，狛江市長が任命する。 第７条 理事および監事は狛江市長が任命する。

２ 理事長，常務理事及び出納理事は，理事の互選により決定す

る。

２ 理事長，常務理事および出納理事は，理事の互選により決定

する。

（役員の職務及び権限） （役員の職務および権限）

第８条 （略） 第８条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 監事は，公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第

66号）第16条第８項の職務を行う。

５ 監事は，公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第

66号）第16条第８項の職務を行なう。

（役員の任期） （役員の任期）

第９条 役員の任期は，２年とする。ただし，補欠役員の任期

は，前任者の残任期間とする。

第９条 役員の任期は，２年とする。ただし補欠役員の任期は，

前任者の残任期間とする。
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変 更 後 変 更 前

２ （略） ２ （略）

（役員の兼任禁止） （役員の兼任禁止）

第10条 理事及び監事は，相互に兼ねることができない。 第10条 理事および監事は，相互に兼ねることができない。

（兼職の禁止） （兼職の禁止）

第12条 常任の役員及び職員は，任命権者の許可を受けなければ

営利を目的とする団体の役員となり，又は自ら営利事業に従事

してはならない。

第12条 常任の役員および職員は任命権者の許可を受けなければ

営利を目的とする団体の役員となり，または自から営利事業に

従事してはならない。

（設置及び構成） （設置および構成）

第13条 （略） 第13条 （略）

２ （略） ２ （略）

（招集） （招集）

第14条 理事会は，理事長が必要と認めるとき，又は理事若しく

は監事から会議の目的たる事項を記載した書面を付して要求が

あったときに理事長が招集する。

第14条 理事会は，理事長が必要と認めるとき，または理事もし

くは監事から会議の目的たる事項を記載した書面を付して要求

があったときに理事長が招集する。

２ 理事会を招集するときは，理事に対して付議事項及びその内

容並びに招集の日時，場所等を示してあらかじめ文書をもって

通知しなければならない。

２ 理事会を招集するときは，理事に対して付議事項およびその

内容ならびに招集の日時，場所等を示してあらかじめ文書をも

って通知しなければならない。

（議事） （議事）

第15条 （略） 第15条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 理事会の議事は，この定款に特別の定めがある場合のほか，

議長を除く出席理事の過半数をもって決し，可否同数のとき

３ 理事会の議事は，この定款に特別の定めがある場合のほか，

出席理事の過半数をもって決し，可否同数のときは．議長の決
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変 更 後 変 更 前

は．議長の決するところによる。 するところによる。

４ 監事は，理事会に出席して意見を述べることができる。 ４ 監事は，理事会に出席して意見をのべることができる。

（議決事項） （議決事項）

第16条 次に掲げる事項は，理事会の議決を経なければならな

い。

第16条 次に掲げる事項は，理事会の議決を経なければならな

い。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

(３) 毎事業年度の予算，事業計画及び資金計画 (３) 毎事業年度の予算，事業計画および資金計画

(４) 毎事業年度の財産目録，貸借対照表，損益計算書，キャ

ッシュ・フロー計算書及び事業報告書

(４) 毎事業年度の財産目録，貸借対照表，損益計算書および

事業報告書

(５) 規程の制定，改正又は廃止 (５) 規程の制定または改正もしくは廃止

(６)・(７) （略） (６)・(７) （略）

２ 前項第１号及び第２号に掲げる事項については，議長を除く

出席理事の３分の２以上の決するところによる。

２ 前項第１号および第２号に掲げる事項については，出席理事

の３分の２以上の決するところによる。

（議事録） （議事録）

第17条 理事会の議事については，次の事項を記録した議事録を

作成しなければならない。

第17条 理事会の議事については，次の事項を記録した議事録を

作成しなければならない。

(１) 会議の日時及び場所 (１) 会議の日時および場所

(２)～(４) （略） (２)～(４) （略）

２ 議事録には，出席理事の中から，その会議において選出され

た議事録署名人２名以上が署名しなければならない。

２ 議事録には，出席理事のなかから，その会議において選出さ

れた議事録署名人２名以上が署名しなければならない。

（設置及び構成） （設置および構成）

第18条 公社の運営に関する基本事項について，理事長の諮問に

応ずるため，評議員会を置く。

第18条 公社の運営に関する基本事項について，理事長の諮問に

応ずるため，評議員会をおく。

２ （略） ２ （略）
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変 更 後 変 更 前

（評議員の委嘱） （評議員の委嘱）

第19条 評議員は，理事会の推薦を得て理事長が委嘱する。 第19条 評議員は，理事会の推せんを得て理事長が委嘱する。

（評議員の任期） （評議員の任期）

第20条 評議員の任期は２年とする。ただし，補欠の評議員の任

期は，前任者の残任期間とする。

第20条 評議員の任期は２年とする。ただし，補欠の評議員の任

期は前任者の残任期間とする。

２ （略） ２ （略）

（招集及び運営） （招集および運営）

第22条 （略） 第22条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

第５章 業務及びその執行 第５章 業務およびその執行

（業務の範囲） （業務の範囲）

第23条 公社は，第３条の目的を達成するため，次の業務を行

う。

第23条 公社は，第３条の目的を達成するため，次の業務を行

う。

(１) （略） (１) （略）

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(２) 住宅用地の造成事業並びに港湾整備事業並びに地域開発

のためにする臨海工業用地，内陸工業用地，流通事業団の造

成事業を行うこと。

(２) 前号の業務に附帯する業務を行うこと。 (３) 前２号の業務に附帯する業務を行うこと。

２ 前項の業務のほか，当該業務の遂行に支障のない範囲内にお

いて，次の掲げる業務を行う。

２ 前項の業務のほか，当該業務の遂行に支障のない範囲内にお

いて，次の掲げる業務を行う。

(１) 前項第１号の土地の造成事業の実施と併せて整備される

べき公共施設の整備で地方公共団体の委託に基づくもの及び

(１) 前項第１号の土地の造成又は同項第２号の事業の実施と

あわせて整備されるべき公共施設の整備で地方公共団体の委
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変 更 後 変 更 前

当該事業に附帯する業務を行うこと。 託に基づくもの及び当該事業に附帯する業務を行うこと。

(２) 国，地方公共団体その他の公共的団体の委託に基づき，

土地の所得のあっせん，調査，測量その他これらに類する業

務を行うこと。

(２) 国，地方公共団体その他の公共団体の委託に基づき，土

地の所得のあっせん，調査，測量その他これらに類する業務

を行うこと。

第６章 基本財産の額その他資産及び会計 第６章 基本財産の額その他資産および会計

（資産） （資産）

第25条 （略） 第25条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 基本財産は，安全確実な方法により管理するものとし，これ

を取り崩してはならない。

３ 基本財産は，安全確実な方法により管理するものとし，これ

をとりくずしてはならない。

（事業年度） （事業年度）

第26条 公社の事業年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月31

日に終わる。

第26条 公社の事業年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月31

日に終る。

（利益及び損失の処理） （利益および損失の処理）

第28条 （略） 第28条 （略）

２ （略） ２ （略）

（余裕金の運用） （余裕金の運用）

第29条 公社は，次の方法によるほか，業務上の余裕金を運用し

てはならない。

第29条 公社は，次の方法によるほか，業務上の余裕金を運用し

てはならない。

(１) 国債又は地方債の取得 (１) 国債または地方債の取得

(２) （略） (２) （略）
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付 則

この定款は，東京都知事の認可を受けた日から施行する。

提案理由

文言の整理に伴い，所要の変更を行うため。

変 更 後 変 更 前

（解散） （解散）

第30条 公社は，理事会で出席理事の４分の３以上の同意を得た

上で，狛江市議会の議決を経て，東京都知事の認可を受けたと

きに解散する。

第30条 公社は，理事会で出席理事の４分の３以上の同意を得た

うえ，狛江市議会の議決を経て，東京都知事の認可を受けたと

きに解散する。

２ （略） ２ （略）

（規程への委任） （規程への委任）

第31条 公社の運営に関して必要な事項は，この定款及び業務方

法書に定めるもののほか，規程の定めるところによる。

第31条 公社の運営に関して必要な事項は，この定款および業務

方法書に定めるもののほか，規程の定めるところによる。
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同意第 ２ 号

狛江市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて

下記の者を，狛江市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので議会の同意を求める。

記

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

提案理由

地方税法（昭和25年法律第226号）第423条第３項の規定により，議会の同意を求めるため。

住 所 東京都世田谷区成城五丁目20番17号

氏名・年齢 秋谷 隆一郎 ・ 50歳
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同意第 ３ 号

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて

下記の者を，人権擁護委員に任命したいので議会の同意を求める。

記

令和３年11月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

提案理由

人権擁護委員法（昭和 24 年法律第 139 号）第６条第３項の規定により，議会の意見を求めるため。

住 所 東京都狛江市西野川四丁目15番１号

氏名・年齢 馬場 和佳 ・ 47歳
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